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川崎生命科学・環境研究センターにおける利便施設整備事業 

補助金交付要綱（令和７年３月２８日市長決裁 ６川臨成第３５２号） 

 
（目的） 
第１条 この要綱は、川崎生命科学・環境研究センターにおいて、利便施設を整備する事

業（以下「本事業」という。）について、本事業に要する初期費用に対して補助金を交付

することにより、拠点価値の向上を図るために国際戦略拠点にふさわしい質の高い空間

を提供し、安定的かつ継続的な運営を図ることを目的とし、川崎市補助金等の交付に関

する規則（平成１３年川崎市規則第７号。以下「規則」という。）に規定するもののほか、

必要な事項を定めるものとする。 
 
（補助事業） 
第２条 補助の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、本市が「川崎生命科学・

環境研究センターにおける飲食事業者選定に係る公募要項」に基づき実施する公募で選

定され、本市と基本協定書を締結して行う本事業とする。 

 

（補助対象経費） 
第３条 補助の対象となる経費は、補助事業を実施するために直接的に必要な経費であっ

て、次の各号のいずれかに該当するものでなければならない。 
（１）内装工事費及び設備費 
（２）備品購入費等 
 
（補助金の上限） 
第４条 補助金の上限は、１，５００万円とする。 
 
（補助金の交付申請） 
第５条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、川崎生命科学・

環境研究センターにおける利便施設整備事業補助金交付申請書（第１号様式）及び別表

に掲げる書類を添えて、市長に申請するものとする。 
２ 申請者は、国税及び市税の滞納をしていない者でなければならない。 
 
（市内中小企業者への優先発注） 
第６条 申請者は、交付申請額が１００万円を超え、かつ補助事業に係る工事の発注、物品

及び役務の調達等を行う場合において、次のいずれかに該当するときは、市内中小企業

者（規則第５条第２項にいう中小企業者。以下同じ。）により入札を行い、又は２者以上

の市内中小企業者から見積書を取得しなければならない。ただし、市長が契約の性質上

これらの方法により難いと認める場合又はその必要がないと認める場合は、この限りで

はない。 
（１）１件の金額が１００万円を超えるとき。 
（２）その他市長が必要と認めるとき。 
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２ 補助事業者は、市内中小企業者から見積書を徴収する場合は、市内中小企業者である

ことの誓約書（第２号様式）を提出させるものとする。ただし、川崎市の競争入札参加

資格者有資格者名簿に登載され地域区分が市内かつ企業規模が中小として登載されてい

る者、又は当該補助事業者に対して直近の４月１日以降に記載内容（住所、商号又は名

称、代表者職氏名、資本金の額、職員総数）に変更がない誓約書を提出した者を除く。 
 
（事前着手届） 
第７条 申請者は、第５条に規定する申請書を市長に提出した後、次条第１項に規定する

交付決定の前に事業に着手するときは、事前に川崎生命科学・環境研究センターにおけ

る利便施設整備事業事前着手届（第３号様式）を市長に提出しなければならない。 
 
（交付の決定） 
第８条 市長は、第５条の申請を受けたときは、審査のうえ、適正であると認められたと

きは、川崎生命科学・環境研究センターにおける利便施設整備事業補助金交付決定通知

書（第４号様式）により申請者に通知するものとする。 
２ 前項の通知を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、補助事業が予定の期間内に

完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合においては、速やかに市長に報

告し、その指示を受けなければならない。 
 
（計画変更、中止の届出） 
第９条 補助事業者は、次の場合においては、速やかに川崎生命科学・環境研究センター

における利便施設整備事業補助金変更（中止）申請書（第５号様式）を提出し、市長の

承認を受けなければならない。 
（１）補助事業に要する経費の配分又は補助事業の内容の変更（市長が定める軽微な変更

を除く。）をする場合 
（２）補助事業を中止し、又は廃止する場合 
 
（概算払） 
第１０条 市長は、補助事業者に対し、必要と認めたときは、経費の全部又は一部を概算

払にて交付することができる。 
２ 補助事業者は、概算払を受けようとするときは、川崎生命科学・環境研究センターに

おける利便施設整備事業補助金概算払申請書（第６号様式）、収支計算書（第６－２号様

式）に必要書類を添えて、市長に提出しなければならない。 
 
（完了届の提出） 
第１１条 補助事業者は、補助事業が完了（補助事業の廃止の承認を受けたときを含む。）

又は交付の決定に係る市の会計年度が終了したときは、速やかに川崎生命科学・環境研

究センターにおける利便施設整備事業完了（年度完了）届（第７号様式）、収支計算書（第

７－２号様式）に必要書類を添えて、市長に提出しなければならない。 
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（完了検査及び補助金額の確定） 
第１２条 市長は、補助事業の完了又は廃止に係る補助事業の成果の報告を受けた場合に

おいて、その報告に係る補助事業の成果が補助金等の交付の決定の内容及びこれに付し

た条件に適合すると認めるときは、交付すべき補助金等の額を確定し、川崎生命科学・

環境研究センターにおける利便施設整備事業補助金確定通知書（第８号様式）により補

助事業者に通知するものとする。 
 
（補助金の請求） 
第１３条 補助事業者は、前条の確定通知を受理した後、速やかに、市長に補助金の適正

な請求書を提出しなければならない。 
２ 市長は、前項の請求書に基づき、補助金を交付するものとする。 

 
（交付決定の取消し） 
第１４条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、補助金

の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 
（１）偽りその他不正の手段により補助金等の交付を受けたとき。 
（２）補助金を他の用途に使用したとき。 
（３）補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件その他法令等に基づき市長が行っ

た指示又は命令に違反したとき。 
（４）規則やこの要綱の規定に違反したとき。 
 
（補助金の返還）  
第１５条 市長は、補助金の交付の決定を取り消した場合において、補助事業等の当該取

消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、期限を定めて、その返還

を命ずるものとする。  
２ 市長は、補助事業者へ交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を

超える補助金が交付されているときは、期限を定めて、確定額を超える部分の補助金の

返還を命ずるものとする。 
 

（補助財産の取扱い） 
第１６条 補助事業者は、補助事業により取得した財産（以下「補助財産」という。）につ

いて、善良な管理者の注意を持って維持管理しなければならない。 
２ 補助事業者は、補助財産を本事業の目的以外の用途に使用しようとするときは、市長

の承認を得なければならない。 
３ 補助事業者は、本事業の目的を達したときは、補助財産の帰属について市長と協議し

なければならない。 
４ 市長は、前項の協議により補助財産を市の帰属とすることができる。 

 
（暴力団の排除） 
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第１７条 川崎市暴力団排除条例（平成２４年３月１９日条例第５号）第８条の規定に基

づき、次の各号のいずれかに該当する者は、補助の対象者とはしない。 
（１）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「法」 

という。）第２条第２号に規定する暴力団 
（２）法第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。） 
（３）法人にあっては、代表者又は役員のうちに暴力団員に該当する者があるもの 
（４）法人格を持たない団体にあっては、代表者が暴力団員に該当するもの  
２ 市長は、必要に応じ申請者又は補助事業者が、前項各号のいずれかに該当するか否か

を神奈川県警察本部長に対して確認を行うことができる。ただし、当該確認のために個 
人情報を神奈川県警察本部長に提供するときは、神奈川県警察本部長に対して当該確認

を行うことについて、当該個人情報の本人の同意を得るものとする。  
３ 市長は、補助事業者が、第１項各号のいずれかに該当するときは、交付決定の全部又

は一部を取り消すことができる。 
 
 
 
附 則 
(施行期日) 

１ この要綱は、令和７年３月２８日から施行する。 

(旧要綱の廃止) 

２ 川崎生命科学・環境研究センターにおける障害者就労支援施設としての利便施設整備

事業補助金交付要綱は廃止する。 
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別表（第５条関係） 申請に必要な書類 
 名称 内容 

① 
履歴事項全部証

明書（法人） 
個人事業主の場合は、開業届の写し、確定申告書の写し、個人市

民税の納税証明書等、個人事業主であることが確認できる書類 
② 見積書・仕様書 内装工事の積算・設計図面、設備・備品のカタログ等 

③ 
納税証明書（国

税・市税） 

法人税（個人事業主の場合は所得税）、消費税及び地方消費税、法

人市民税（個人事業主の場合は個人市民税）、固定資産税・都市計

画税（土地・家屋）、固定資産税（償却資産） 
 

 


